
事 務 連 絡 

令和４年９月 27 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

 

看護職員処遇改善評価料の取扱いに関する疑義解釈資料 

の送付について（その２） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 

 



（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 



 

事  務  連  絡 

令和４年９月 27 日 

 

 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

看護職員処遇改善評価料の取扱いに関する疑義解釈資料 

の送付について（その２） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示第269号）等につい

ては、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項及び基本診療料の施設基

準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（看護の処遇改善）」（令和４年９月５

日保医発0905第２号）により、令和４年10月１日より実施することとしているところで

あるが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添のとおり取りまとめたので、本事務

連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。 



（別添） 

 

看処遇－1 

医科診療報酬点数表関係 

（看護職員の処遇改善） 

 

 

【看護職員処遇改善評価料】 

問１ 区分番号「Ａ５００」看護職員処遇改善評価料の施設基準における「看

護職員等の数（保健師、助産師、看護師及び准看護師の常勤換算の数をい

う。）」に、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第２条第１

号に規定する育児休業、同条第２号に規定する介護休業又は育児・介護休

業法第 23 条第２項に規定する育児休業に関する制度に準ずる措置若しく

は育児・介護休業法第 24 条第１項の規定により同項第２号に規定する育

児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業を取得中の看護職員

等も含むのか。 

（答）含まない。 

 

【看護職員処遇改善評価料】 

問２ 区分番号「Ａ５００」看護職員処遇改善評価料の施設基準において、「特

定した賃金項目以外の賃金項目（業績等に応じて変動するものを除く。）

の水準を低下させてはならないこと。」とあるが、例えば、新型コロナウ

イルス感染症対応を行った場合における手当について、感染状況を踏まえ

て減額・廃止する場合は、業績等に応じて変動するものとして賃金項目の

水準低下には当たらないものと考えてよいか。 

（答）差し支えない。 

 


